
 

 

 

 

 

 

本研究では、道内の多くの市町村の課題である中心市街地活性化のためのまちなか居住の実現方策として、①多様な供

給方式に対する賃貸住宅収支シミュレータの開発、②多様な事業手法に対する実態調査とシミュレータを用いた事業者・

自治体の収支の検証、③まちなかでの風雪障害などに対応した公共住宅団地の計画・設計手法の検討を行った。 

 

 

①多様な供給方式に対する賃貸住宅収支シミュレータの開発 

 

 

 

 

 

②多様な事業手法に対する実態調査とシミュレータを用いた事業者・自治体の収支の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③まちなかでの風雪障害などに対応した公共住宅団地の計画・設計手法の検討 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
賃貸住宅収支シミュレータ・各事業手法の実態については、市町村への情報提供等を行う。また、風雪障害な

どに対応した公共住宅団地の計画・設計手法については依頼試験や受託研究を通じて市町村・事業者に普及を行
う。 

まちなかまちなかまちなかまちなか居住推進居住推進居住推進居住推進のためののためののためののための公共住宅公共住宅公共住宅公共住宅のののの再整備再整備再整備再整備にににに関関関関するするするする研究研究研究研究 
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経営者収支

自治体収支

入居者負担

構造
面積
戸数
建設費
修繕費
入居率
・・・・
他全51項目

公営住宅直接
公営住宅借上
高優賃（A・D型）
特優賃
特公賃
民営賃貸住宅
更地のまま保有
（比較のため）

与条件与条件 供給タイプ供給タイプ 結果結果

土地ローン
建物ローン
公租公課
家賃収入
その他益
修繕・管理費
改善費

計算項目計算項目
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経営者収支

自治体収支

○家賃を上げる 

○レント率を上げる 

○共同部分の補助対

象面積比率を増やす 

○家賃の減額に対す

る自治体補助率を下

げる 

計画の与条件の変更と収支の計算を繰り返すことによ
り、事業者収支と自治体収支を調整することが可能 
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公住直接建設 
新規供給は困難＝現地建替えとまちなかへの移転建替えの比較 

公住借上げ 

地価の高いところに移転しても移転建替えが現地建替え
を上回る場合がある 

高齢者向け優良賃貸住宅 自治体独自民間賃貸住宅支援策 

事業者にも、自治体にもよい条件とは？ 
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地価が高いか、実容積率が低い場合でしか事業者収支、
自治体収支を満たさない 

市町村名 東川町 当麻町 鷹栖町 豊頃町 更別村
建設費の1/3
を補助

建設費の1/3
を補助

建設費の1/3
を補助

3.3㎡ あた り8
万円

限度額130万
円/戸

限度額200万
円/戸

限度額300万
円/戸

家賃の限度 建設費の0.8%
以内（5年）

建設費の0.6%
以内(10年)

建設費の0.6%
以内（10年）

実績 23棟125戸 14棟94戸 4棟38戸 1棟　8戸（1棟
のみ募集。）

4棟　24戸

建設費補助 予 算 の 範 囲
内で補助額を
決定

定住促進、公営住宅に入居できない層への住宅供給とし
て機能。間接供給のため短期間で供給量を多くできる 

自治体収支はプラスになりうる。
需要が少ない場合もあり、計画時
に基礎需要を測る必要がある 
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移移転転::33万万//㎡㎡→→33万万円円//㎡㎡  移移転転::33万万//㎡㎡→→66万万円円//㎡㎡  

基基礎礎需需要要（（入入居居家家賃賃55..88万万円円のの場場合合））  
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活用方法活用方法活用方法活用方法・・・・成果成果成果成果    

住棟配置に関する検討 風洞実験によるケーススタディ  公共住宅団地の風雪障害  
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